
◎地方税法等の一部を改正する等の法律 
（平成二八年三月三一日法律第一三号）   

一、提案理由（平成二八年二月二三日・衆議院総務委員会） 

○高市国務大臣 地方税法等の一部を改正する等の法律案及び地方交付税法等の一部を

改正する法律案につきまして、御説明申し上げます。 

 まず、地方税法等の一部を改正する等の法律案につきまして、その提案理由及び内容

の概要を御説明申し上げます。 

 現下の経済情勢等を踏まえ、経済の好循環を確実なものとし、地方創生を推進する等

の観点から、地方税に関し、所要の施策を講ずるため、本法律案を提出した次第であり

ます。 

 以下、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 その一は、地方法人課税の改正であります。経済の好循環の確立に向けた法人税改革

の一環として、法人事業税の所得割の税率の引き下げと外形標準課税の拡大等を行うこ

ととしております。また、地方創生の推進に向け、地域間の税源の偏在性を是正し、財

政力格差の縮小を図るため、法人住民税法人税割の税率の引き下げを行うとともに、地

方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止等を行うこととしております。 

 その二は、車体課税の改正であります。自動車取得税を廃止するとともに、自動車税

及び軽自動車税において、自動車の環境性能に応じて税率が決定される環境性能割の導

入等を行うこととしております。 

 その三は、固定資産税及び都市計画税の改正であります。一定の遊休農地等の保有に

係る課税の強化及び軽減等を行うこととしております。 

 そのほか、個人住民税の徴収引き継ぎ特例の対象拡大等の納税環境の整備、税負担軽

減措置等の整理合理化等を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（平成二八年三月一日） 

○遠山清彦君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 初めに、地方税法等の一部を改正する等の法律案は、法人税改革の一環として法人事

業税の所得割の税率の引き下げと外形標準課税の拡大等を行い、地方創生の推進に向け

て、税源の偏在性を是正するための法人住民税の法人税割の税率の引き下げ及び地方法

人特別税等に関する暫定措置法の廃止並びに認定地方公共団体の寄附活用事業に関連す

る寄附をした場合の法人住民税の法人税割と法人事業税の税額控除制度の創設を行うと

ともに、自動車取得税の廃止、自動車税及び軽自動車税における環境性能割の導入等、

また、遊休農地等に係る固定資産税と都市計画税の価格の特例及び課税標準の特例の創



設等を行うほか、税負担軽減措置等の整理合理化等所要の措置を講ずることとしており

ます。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る二月十八日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、本委員会に付

託されました。 

 委員会におきましては、同月二十三日両案について高市総務大臣から提案理由の説明

を聴取した後、翌二十四日から質疑に入り、二十六日には安倍内閣総理大臣に対する質

疑を行いました。本日、質疑を終局し、討論を行い、採決いたしましたところ、両案は

賛成多数をもっていずれも原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、委員会において、地方税財政基盤の早期確立及び東日本大震災への対応に関す

る件について決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○決議（平成二八年三月一日） 

 厳しい地方財政の現状を踏まえ、地方公共団体が、必要な行政サービスを安定的かつ

効果的に提供していくためには、持続的な地方税財政基盤の確立が不可欠であることに

鑑み、政府は次の諸点について措置すべきである。 

一 地方公共団体が、人口減少の克服及び地域経済の活性化等といった重要課題に取

り組んでいくためには、地域の実情に応じた自主的かつ主体的な取組を長期間にわ

たって実施していく必要があることに鑑み、安定した恒久的な財源を確保すること。 

二 地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能が十分発

揮できるよう、引き続き、地方税等と併せ地方公共団体の安定的な財政運営に必要

な総額の充実確保を図るとともに、法定率の引上げを含めた抜本的な見直しを検討

し、特例措置に依存しない持続的な制度の確立を目指すこと。また、特別交付税に

ついては、多発、多様化する自然災害に対応を迫られる地方公共団体の財政需要な

どを今後とも的確に反映しつつ、算定方法の透明化の取組を一層推進するとともに、

基準財政需要額の算定は、地域の実情を十分に踏まえたものとすること。 

三 地方税については、地方財政の自主性・自立性を確立するとともに、安定的で充

実した財源の確保を可能とする地方税制の構築を図ること。また、減収が生ずる地

方税制の見直しを行う場合には、代替の税源の確保等の措置を講ずるほか、税負担

軽減措置等の創設や拡充に当たっては、真に地域経済や住民生活に寄与するものに

限られるよう、慎重な対処を行うこと。 

四 巨額の借入金に係る元利償還が地方公共団体の財政運営を圧迫し、諸施策の実施

を制約しかねない状況にあることも踏まえ、地域経済の再生に向けた取組を一層推

進するとともに、臨時財政対策債を始め、累積する地方債の元利償還については、

将来において地方公共団体の財政運営に支障が生ずることのないよう、万全の財源

措置を講ずること。 



五 地方債については、財政力の弱い市町村が円滑に資金を調達できるよう、地方公

共団体金融機構の機動的な活用を含め、公的資金の確保と適切な配分に最大限の配

慮を行うなど円滑な起債と流通、保有の安全性の確保を図ること。また、地方債の

発行に関する国等の関与の在り方については、協議不要基準の緩和等による地方財

政の健全性への影響に留意しつつ、地方公共団体の自主性・自立性を高める観点か

ら、運用を含め、更なる検討を進めること。 

六 東日本大震災に係る復旧・復興に当たっては、平成二十八年度からの復興・創生

期間においても、引き続き、所要の震災復興特別交付税額を確保するなど、万全な

支援措置を講ずるとともに、平成二十八年度以降、新たに生じることとなる被災地

方公共団体の実質的な負担額については、当該被災地方公共団体の財政状況等を踏

まえつつ、適切な財政措置を講ずること。 

右決議する。 

三、参議院総務委員長報告（平成二八年三月二九日） 

○山本博司君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、地方税法等の一部を改正する等の法律案は、経済の好循環を確実なものとする

観点から法人税改革の一環として法人事業税の所得割の税率の引下げ及び外形標準課税

の拡大等を行い、地方創生の推進に向けて、税源の偏在性を是正するための法人住民税

の法人税割の税率の引下げ及び地方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止並びに認定

地方公共団体の寄附活用事業に関連する寄附をした場合の法人住民税の法人税割及び法

人事業税の税額控除制度の創設を行うとともに、自動車取得税の廃止並びに自動車税及

び軽自動車税における環境性能割の導入等並びに遊休農地等に係る固定資産税及び都市

計画税の価格の特例及び課税標準の特例の創設等を行うほか、納税環境の整備、税負担

軽減措置等の整理合理化等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、安倍内閣総理大臣に対する質

疑を行うとともに、地方一般財源総額を実質的に同水準確保することの意義、臨時財政

対策債の早期解消と交付税の法定率引上げの必要性、トップランナー方式導入が交付税

や地方公務員の削減につながる懸念、国と地方の税源配分を五対五とするための方策、

外形標準課税の適用対象法人拡大等の方向性、固定資産税における設備投資減税の在り

方等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して石上俊雄理事、

日本共産党を代表して吉良よし子委員、社会民主党・護憲連合を代表して又市征治委員

より、それぞれ両法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 



 以上、御報告申し上げます。 


